
証券コード 5138
2025年６月９日

（電子提供措置の開始日 2025年６月２日）
株 主 各 位

東京都渋谷区神宮前四丁目26番18号

株式会社Ｒｅｂａｓｅ
代 表 取 締 役 佐 藤 海

第11期 定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第11期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブ

サイトに「第11期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.rebase.co.jp/ir/

また、上記のほか、インターネット上の東京証券取引所の下記ウェブサイトにも掲載して
おります。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスいただき、
「銘柄（会社名）」に「Rebase」又は「コード」に当社証券コード「5138」を入力・検索
し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2025年６月23日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送くださ
いますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１. 日 時 2025年６月24日（火曜日）午後1時30分（受付開始 午後1時）
２. 場 所 東京都渋谷区神宮前一丁目5番3号 東郷記念館１階 「玉響」
３. 目的事項
報告事項 第11期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及

び計算書類の内容報告の件
決議事項
議 案 剰余金の配当の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案 剰余金の配当の件
当社は、株主様をはじめとした多くの関係者の皆様のご支援により、2024年４月８日に設立10周年を迎えま

した。
株主の皆様の日頃のご支援に感謝の意を表すとともに、設立10周年を記念して、剰余金を配当原資に、１株に

つき35円の記念配当を実施させていただきたいと存じます。

（１）配当財産の種類
金銭

（２）配当財産の割当に関する事項及びその額
当社普通株式１株につき金35円 総額 171,943,030円
（普通配当 ０円 設立10周年記念配当 35円）

（３）剰余金の配当が効力を生ずる日
2025年６月25日

以 上
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事 業 報 告
（2024年４月１日から）2025年３月31日まで

１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当事業年度（2024年４月１日〜2025年３月31日）におけるわが国の経済は、物価高の
影響から一部に弱い動きがみられるものの、雇用・所得環境の改善により、ゆるやかな回復
基調で推移しました。一方、関税をはじめとする米国新政権の政策動向や、中国経済の先行
き懸念などの影響については、今後のわが国経済を見通す上で依然として不透明な状況が続
いております。
このような環境の中、当社の主力サービスである「インスタベース」に関連するスペース

シェア領域は、人口減少を背景とした空き家やオフィスビルの二次空室などにより空きスペ
ースの供給量増加が見込まれる一方、働き方や趣味の多様化により、スペース利用のニーズ
も引き続き順調な拡大が見込まれ、今後も中長期的に、継続的な成長が予測されておりま
す。
以上の結果、当事業年度における売上高は1,926,885千円（前期比29.3％増）、営業利益

は487,062千円（前期比45.3％増）、経常利益は491,844千円（前期比46.2％増）、当期純
利益は362,919千円（前期比58.6％増）となりました。

（2）設備投資の状況
当事業年度における設備投資の総額は、19,084千円であります。その主なものは、シス

テム開発に伴うソフトウエア取得等による11,797千円であります。なお、当事業年度にお
いて重要な設備の除却、売却等はありません。

（3）資金調達の状況
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び取引銀行１

行とコミットメントライン契約を締結しております。なお、当事業年度末における借入実行
残高はありません。

（4）対処すべき課題
① 優秀な人材の発掘及び育成

今後の持続的な事業成長を目指す上で、開発部門・営業部門・管理部門それぞれの職種
における優秀な人材を十分に確保し、その人材を育成するとともに、効果的かつ効率的な
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人員配置と体制整備をしていくことが重要であると捉えております。特に顧客・利用者の
顕在化したニーズに合わせながらも、潜在的なニーズに対して先行してサービスを提供し
ていけるよう企画・開発していくことが重要と考えており、顧客ニーズを適切に把握でき
る人員の強化・育成が必要であります。当社のビジョン・ミッション・バリューや事業内
容に共感し、意欲の高い優秀な人材を採用していくために採用活動を積極的に進めるとと
もに、一人ひとりの強みを活かしてモチベーション高く働ける環境や仕組みの構築に取り
組んでまいります。

② 技術力及び開発力の強化
当社の提供するサービスはインターネット関連事業を主たる事業としているため、顧客

ニーズに即して迅速なサービス・機能提供や改善、大量のトラフィックにも耐えられるシ
ステム設計、環境変化に対応した新規サービス開発などを必要としており、そのためにも
技術力及び開発力の強化が重要であると考えております。また、急速な技術革新も進んで
おり、常に新しい技術・ノウハウを収集し活用していけるように、技術力及び開発力の強
化を目的とした教育・研修の充実を図るとともに、優秀なエンジニアの採用も積極的に行
い、また開発に必要な環境への投資も含め、迅速かつ適切なサービス開発が行える体制や
仕組みの構築に取り組んでまいります。

③ 情報セキュリティの強化
当社の提供するサービスにおいて多くの個人情報を取得しており、これらの情報を保

護・管理するために、情報管理体制の継続的な強化と情報セキュリティシステムの構築等
を行っていくことが重要であると考えております。当社では個人情報保護方針を策定し、
社内規程に基づきサービスを運営しており、また2021年12月にプライバシーマークを取
得し、適切な個人情報の取扱いを行える情報管理体制を整備しております。さらに外部の
セキュリティ診断なども実施することで、システムとしての安全性と堅牢性の向上を図っ
ております。これらの取り組みにより、情報管理体制を強化するとともに、従業員への継
続的な情報セキュリティ教育を実施することで、情報セキュリティ体制を強化してまいり
ます。

④ システムの安定性の確保
当社では、サービス・機能リリースにあたり動作チェック等の事前テストや過負荷や不

正アクセスのログ監視、システム障害等に関する社内アラート通知などにて安定したシス
テム稼働が行える体制を整えております。しかしながら当社の予測不可能なコンピュータ
ウイルスの感染や不正アクセス、急激なアクセス増加など様々な要因においてサービスの
停止や不具合が生じる可能性があります。不測の事態も想定して未然に防ぐ対策として、
安定的に稼働できるようにシステムに冗長性を持たせ、稼働環境の見直しを継続的に行っ
ております。また、セキュリティ対策の強化とともに、定期的なサイト脆弱性の診断等、
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外部の専門家による検証も実施しております。
⑤ 認知度の向上

当社では、これまでテレビや新聞、交通広告等の大規模なマスメディア向け広告への出
稿を実施しておらず、主にWEBマーケティングの有効活用により、各サービスのユーザ
ー獲得を図ってまいりました。そのため、各サービスの認知度は、同業他社と比較して高
くありません。各サービスのさらなる事業拡大を目指すためにも、当社ブランドのより一
層の認知度向上とブランド力強化が重要であると認識しております。今後は積極的にＰＲ
活動にも投資し、当社ブランドの認知度の向上を図ることで、中長期的・継続的にユーザ
ー基盤の拡大に努めてまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第８期
（2022年３月期）

第９期
（2023年３月期）

第10期
（2024年３月期）

(当期)第11期
（2025年３月期）

売 上 高 890,244千円 1,160,574千円 1,490,080千円 1,926,885千円

経 常 利 益 211,177千円 248,580千円 336,468千円 491,844千円

当 期 純 利 益 139,745千円 158,491千円 228,784千円 362,919千円

１株当たり当期純利益 34.94円 36.75円 49.67円 78.13円

総 資 産 796,282千円 1,079,882千円 1,466,299千円 1,962,103千円

純 資 産 413,079千円 740,851千円 970,728千円 1,380,255千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 65.77円 161.05円 210.68円 280.96円
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。
３．当社は2022年８月31日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、第８期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお
ります。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。
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（7）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

マッチングプラットフォーム事業
レンタルスペースの予約マッチングプラットフォーム

「インスタベース」及び
コミュニティイベントサービス「TOIRO」の運営

（8）主要な事業所（2025年３月31日現在）
名 称 所 在 地

本 社 東京都渋谷区神宮前四丁目26番18号

（9）従業員の状況（2025年３月31日現在）
従 業 員 数 前期末比増減

45名 9名増
（注）上記表中には、契約社員やアルバイト等の臨時雇用者8名は含んでおりません。

（10）主要な借入先（2025年３月31日現在）
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式の総数 17,600,000株
（2）発行済株式の総数 4,912,700株
（3）株主数 1,329名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社elpido 1,540,000株 31.34％

佐藤 海 815,500 16.59

株式会社El Monte Garage 396,000 8.06

髙畠 裕二 359,500 7.31

株式会社日本カストディ銀行 222,000 4.51

木下 圭一郎 138,000 2.80

石田 貴心アレキサンダー 101,600 2.06

赤木 賢敏 100,000 2.03

門田 洋 55,000 1.11

株式会社ＳＢＩ証券 54,768 1.11

（注）持株比率は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。持株比率は自己株式（42株）を控除
して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
当事業年度における新株予約権の行使により、発行済株式の総数が 305,000株、資本金

が23,304,000円、資本準備金が23,304,000円増加しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権等の状況
・新株予約権の数

1,830個
・目的となる株式の種類及び数

普通株式18,300株（新株予約権１個につき10株）
・当社取締役の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行 使 期 限 個 数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く）

第３回（150円） 2023年３月31日〜
2031年３月30日 840個 1名

第４回（150円） 2023年10月20日〜
2031年10月19日 880個 1名

第５回（280円） 2024年６月30日〜
2032年６月29日 110個 1名

（注）１．その他の詳細な条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ
き、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに
よります。

２．2022年８月31日付で行った普通株式１株を10株とする株式分割により、「目的となる株
式の数」及び「行使価額」は調整されております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

佐 藤 海 代 表 取 締 役 ピープル＆カルチャー ディレクター
株式会社elpido 代表取締役

髙 畠 裕 二 取 締 役 エンジニアリング ディレクター
株式会社El Monte Garage 代表取締役

石 田 貴 心
アレキサンダー 取 締 役 グロース ディレクター

大 辻 琢 磨 取 締 役 コーポレート ディレクター、 ビジネス ディレクター

平垣内 久 隆 取 締 役 公益財団法人日本海事センター 理事長

渡 辺 永 二 常 勤 監 査 役 ピルボックスジャパン株式会社 取締役
株式会社インサイトテクノロジー 取締役

岩 館 徹 監 査 役
株式会社ファブリカホールディングス 取締役
株式会社ファブリカコミュニケーションズ 取締役
株式会社メディア4u 代表取締役
Sparkle AI株式会社 取締役

小 山 嘉 信 監 査 役 長島・大野・常松法律事務所 パートナー

（注）１．取締役 平垣内久隆氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役 渡辺永二氏、岩館徹氏及び小山嘉信氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。
３．当社は、取締役 平垣内久隆氏、監査役 渡辺永二氏、岩館徹氏、小山嘉信氏を株式会社東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役 渡辺永二氏は、上場会社における取締役経験において経営企画、財務、経理等のマネ

ジメントに長らく携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．監査役 岩館徹氏は、他社において代表取締役社長として会社経営の実績があり、会社経営に

関する豊富な経験と財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
６．監査役 小山嘉信氏は、弁護士の資格を有し、企業法務に関する相当程度の知見を有しており

ます。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）及び監査役との間に、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮し
て、期待される役割を果たし得る環境を整備することを目的とするものであります。なお、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役及び監査役であり、被
保険者は保険料を負担しておりません。
当該保険契約により被保険者の職務の執行に起因して、損害賠償請求を受けた場合に被保

険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害が填補されることとなりま
す。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行
為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等の場合には填補の対象としない
こととしております。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
(a) 報酬等の額の決定に関する方針
当社は、取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会決

議において、代表取締役佐藤海に対し各取締役の報酬額の配分について決定を委任してお
ります。委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の職責、業務執行状況に
応じて評価を行うには代表取締役が最適であると判断したためであります。個別の役員報
酬の算定方法については、職責、業務執行状況に応じて定め、当社の業績、他社水準、社
会情勢等を勘案し、報酬額を決定しております。
また、監査役の報酬等については、株主総会の決議により承認された報酬総額の範囲内

で、法令等に定める監査役機能を十分に果たすために必要な報酬額を監査役の協議により
決定しております。

(b) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方針
個別の取締役報酬については、役位に基づく固定基準額を定め、当該事業年度の売上高

及び経常利益の予算の達成度合いに応じて翌年度の固定報酬額の基礎となる金額を算出し
た上で、各役員の責任範囲の大きさ、業績及び貢献度などを総合的に勘案し、取締役会決
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議において、代表取締役佐藤海に対し各取締役の報酬額の配分について決定を委任してお
ります。
個別の監査役報酬については、法令等に定める監査役機能を十分に果たすために必要な

報酬額を監査役の協議により決定しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役の報酬限度額は、2022年６月29日開催の定時株主総会において、年額

300百万円以内(うち社外取締役分は年額30百万円以内)と決議しております。また、当該
取締役の報酬額とは別枠で、2023年６月27日開催の定時株主総会において、取締役のス
トック・オプションとしての新株予約権に関する報酬（社外取締役は付与対象外）の額を
年額80百万円以内、新株予約権数の上限を年40,000個以内と決議しております。なお、
新株予約権１個あたり当社普通株式100株としております。
また、監査役の報酬限度額は、2021年６月24日開催の定時株主総会において、年額

50百万円以内と決議しております。
なお、当該株主総会終結時点の取締役は５名（うち、社外取締役１名）、監査役は３名

であります。

③ 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役の報酬の額については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、取

締役会決議において、代表取締役佐藤海に対し各取締役の報酬額の配分について決定を委
任しております。また、監査役については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内に
おいて、監査役の協議により決定しております。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役 員 区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

74,542
（4,108）

74,542
（4,108） ー ー ５

（１）
監 査 役
（うち社外監査役）

17,758
（17,758）

17,758
（17,758） ー ー ３

（３）
合 計
（う ち 社 外 役 員）

92,301
（21,867）

92,301
（21,867） ー ー ８

（４）

⑤ 業績連動報酬等に関する事項
該当事項はございません。

⑥ 非金銭報酬等の内容に関する事項
該当事項はございません。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役平垣内久隆氏は、公益財団法人日本海事センターの理事長であります。当社と兼
職先との間には特別の関係はありません。

・監査役渡辺永二氏は、ピルボックスジャパン株式会社取締役及び株式会社インサイトテ
クノロジー取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役岩館徹氏は、株式会社ファブリカホールディングス取締役、株式会社ファブリカ
コミュニケーションズ取締役、株式会社メディア4u代表取締役及びSparkle AI株式会
社取締役であります。当該契約における株式会社ファブリカホールディングス、株式会
社ファブリカコミュニケーションズ及びSparkle AI株式会社と当社の間には特別な関係
はありません。株式会社メディア4uと当社の間には、SMS配信サービスに関する一般
的な商取引があります。

・監査役小山嘉信氏は、長島・大野・常松法律事務所のパートナー弁護士であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 平垣内 久 隆
当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席いたしました。
主に豊富な経歴と幅広い知見、また当社事業に関連する専門的な知
識に基づき、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 役 渡 辺 永 二

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、また、監
査役会14回全てに出席いたしました。主に会社役員としての豊富
な経験と幅広い見識に基づき、適切な助言、提言等の意見表明を行
うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な発言を
行っております。

監 査 役 岩 館 徹

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、また、監
査役会14回全てに出席いたしました。主に会社役員としての豊富
な経験と幅広い見識に基づき、適切な助言、提言等の意見表明を行
うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な発言を
行っております。

監 査 役 小 山 嘉 信

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、また、監
査役会14回の全てに出席いたしました。取締役会及び監査役会に
おいて、意思決定の妥当性・適正性を確保するため、弁護士として
の豊富な経験と専門的知識に基づき、適切な発言を行っておりま
す。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額 24,500千円

公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ー 千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性、その他の評価基準に従い

総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取
締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、会計監査人を解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容は、以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(a) 役員及び従業員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するため「コン

プライアンス規程」及び「コンプライアンス行動規範」を制定し、役員及び従業員は
遵守に努めます。

(b) 「取締役会規程」など会社実務を明確化するために社内諸規程や社内マニュアル等を
整備し、役員及び従業員が具体的に判断及び行動するための規範を確保します。

(c) 代表取締役を委員長とし、取締役及びディレクターを構成員としたリスク・コンプラ
イアンス委員会を設置しております。当社の社会的責任を深く自覚し、日常の業務遂
行において関係法令を遵守し、社会倫理に適合した行動を実践するため、適宜、役員
及び従業員の教育研修にも努めます。

(d) 役員及び従業員の職務執行の適正性を確保するために、内部監査担当者を選任し、「内
部監査規程」に基づく監査を実施します。また、内部監査担当者は会計監査人及び監
査役会と連携し、効率的な監査と牽制機能を維持できるよう努めます。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会議事録、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情報の取扱いは、取締役

会規程、職務権限規程、稟議規程などの社内規程に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、
適切に保存、管理します。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、代表取締役を委員長とし、取締役会の承認を得てリスク・コンプライアンス委員

会を設置しております。また「内部通報規程」及び「リスク管理規程」並びに「コンプライ
アンス規程」を制定しており、可能な限りリスクを未然に防ぎ、企業価値の毀損を極小化す
るための体制を整備します。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 定例取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため臨時取締役会を

開催し、適切な職務執行が行える体制を確保します。
(b) 取締役会とは別に経営会議を設置し、取締役会の意思決定に資するため、取締役会付
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議事項の事前検討を行うとともに、取締役会で決定した方針及び計画に基づき、取締
役の指示、意思決定を経営会議に伝達します。また、取締役会の決定に基づく日常の
職務執行において効率的に行うため「業務分掌規程」や「職務権限規程」に基づき、
権限の委譲を行い、それぞれの職責に応じた責任者が意思決定のルールに従って業務
を分担する仕組みを確保します。

⑤ 当社における業務の適正を確保するための体制
取締役会は当社の経営計画を決議し、ファイナンス部門はその進捗状況を毎月取締役会に

報告します。内部監査担当者は、当社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役に報告し
ます。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
(a) 監査役の職務を補助すべき従業員は、必要に応じてその人員を確保します。
(b) 当該従業員が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱されたもの

として、取締役の指揮命令は受けないものとし、その期間中の当該従業員の人事評価
については、当初の人事考課制度による評価対象外とします。

(c) 監査役より職務補助の要請があるときには、関係部門の使用人に監査役の職務を補助
させます。監査役の職務を補助する使用人(以下「補助使用人」という。)の人事は、監
査役会の同意を要することとし、補助使用人について業務執行取締役からの独立性と
補助使用人に対する監査役からの指示の実効性を確保していくものとします。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
(a) 監査役は、取締役会のほか経営会議など重要な会議に出席し、取締役及び使用人から

職務執行状況の報告を求めることができます。
(b) 取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある

事実を発見した時には、速やかに監査役に報告します。
(c) 取締役及び使用人は、監査役会の定めに従い、監査役からの業務執行に関する事項の

報告を求められた場合には、速やかに報告します。
(d) 取締役及び使用人等は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのあ

る事実を発見した時には、監査役に対して、当該事実に関する事項を速やかに報告し
なければならず、監査役は速やかに監査役会に報告を行うものとします。また、取締
役及び使用人等は、監査役又は監査役会から業務執行に関する事項の報告を求められ
た場合においても速やかに報告を行わなければなりません。
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(e) 当社の内部監査担当部門又は相談・通報窓口の窓口担当者は、相談・通報窓口に通報
を受け調査をした場合には、「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、当該通報の
事実及び調査結果について速やかにリスク・コンプライアンス委員会に報告しなけれ
ばなりません。

(f) 監査役又はリスク・コンプライアンス委員会に対して報告した者が当該報告をしたこ
とを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制を構築していま
す。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a) 代表取締役及び内部監査担当者は、監査役と定期的に意見交換を行います。
(b) 監査役は、取締役会、経営会議等の重要会議体への出席により、経営における重要な

情報を入手できる体制を維持します。
(c) 監査役は定期的に会計監査人及び内部監査担当者から監査の状況報告を受けることに

より、監査環境を整備し監査の有効性、効率性を高めるよう努めます。
(d) 監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、弁護士、公認会計士、その他専門家の

意見を聴取します。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項
監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用のための予算を確

保します。

⑩ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
当社では「コンプライアンス行動規範」や「反社会的勢力対応規程」及び付随する各種マ

ニュアルに明文の根拠を設け、代表取締役以下役員及び従業員が一丸となって反社会的勢力
の排除に取り組む姿勢を維持することに努めます。そのためには反社会的勢力との取引関係
を含めて一切の関係を持たず、また反社会的勢力による不当要求は一切を拒絶します。当社
の対応部署をコーポレート部門とし、事案により関係部署、社外関係先（警察署、顧問弁護
士等）と協議し、組織的に対応する体制を構築します。また、反社会的勢力からの不当要求
に組織的対応ができる体制を整備します。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、コンプライアンスを遵守した経営の推進を目的として、関連規程類を見直すと

ともに、定期的なコンプライアンス研修を実施しております。
取締役会は当社の経営計画を決議し、法令・定款に定められた事項のほか、経営に関する

重要事項を決定するとともに、各取締役の業務執行状況を監督しております。また、ファイ
ナンス部門は経営計画に対する進捗状況を毎月取締役会に報告しております。
監査役会は、常勤の監査役を選任し、内部監査担当者との緊密な連携、経営会議等の社内

の重要な会議体への出席等を通じた適時的確な情報の把握、他の監査役や社外取締役との情
報共有を図っております。また、監査役は会計監査人の監査計画について事前に報告を受け
るほか、会計監査人との間で定期的な情報交換・意見交換を実施しております。
内部監査担当者は、事前に内部監査計画を策定して代表取締役の承認を得た上で、当社の

内部監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査役に報告しております。
「コンプライアンス規程」及び「リスク管理規程」に基づき実施しているリスク・コンプ

ライアンス委員会は年に２回開催し、事業や各部門におけるリスク等を共有するとともに、
具体的な対応策を検討・議論し、各部門にて対応しております。
経営会議は毎週定期的に開催し、経営計画に対する業績の進捗状況、当社に関する個別の

重要事項などの審議・共有を行っております。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,720,024 流 動 負 債 577,561
現 金 及 び 預 金 1,541,583 未 払 金 83,344
売 掛 金 133,837 未 払 費 用 7,004
貯 蔵 品 20 未 払 法 人 税 等 81,740
前 払 費 用 43,290 前 受 金 27,566
そ の 他 1,291 預 り 金 303,329

固 定 資 産 242,079 契 約 負 債 13,502
有 形 固 定 資 産 51,737 前 受 収 益 345
建 物 38,293 賞 与 引 当 金 16,311
工 具 器 具 備 品 13,444 株 主 優 待 引 当 金 1,111

無 形 固 定 資 産 52,140 そ の 他 43,305
商 標 権 1,670 固 定 負 債 4,286
ソ フ ト ウ エ ア 47,036 資 産 除 去 債 務 4,286
そ の 他 3,432 負 債 合 計 581,847

投 資 そ の 他 の 資 産 138,201 （純資産の部）
関 係 会 社 株 式 72,889 株 主 資 本 1,380,255
長 期 前 払 費 用 258 資 本 金 191,271
繰 延 税 金 資 産 27,740 資 本 剰 余 金 191,021
そ の 他 37,312 資 本 準 備 金 191,021

利 益 剰 余 金 998,025
そ の 他 利 益 剰 余 金 998,025
繰 越 利 益 剰 余 金 998,025

自 己 株 式 △62
純 資 産 合 計 1,380,255

資 産 合 計 1,962,103 負債・純資産合計 1,962,103
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損 益 計 算 書
（2024年４月１日から）2025年３月31日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,926,885

売 上 原 価 62,784

売 上 総 利 益 1,864,100

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,377,038

営 業 利 益 487,062

営 業 外 収 益

受 取 利 息 707

ポ イ ン ト 還 元 収 入 2,937

補 助 金 収 入 4,237

そ の 他 54 7,937

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損 2,871

支 払 手 数 料 283 3,155

経 常 利 益 491,844

税 引 前 当 期 純 利 益 491,844

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 133,435

法 人 税 等 調 整 額 △4,510 128,924

当 期 純 利 益 362,919
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株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から）2025年３月31日まで

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 167,967 167,717 167,717

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 23,304 23,304 23,304

当 期 純 利 益 − − −

事業年度中の変動額合計 23,304 23,304 23,304

2025 年 ３ 月 31 日 残 高 191,271 191,021 191,021

株 主 資 本

純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計その他利益剰余金 利 益 剰 余 金

合 計繰越利益剰余金

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 635,105 635,105 △62 970,728 970,728

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 − − − 46,608 46,608

当 期 純 利 益 362,919 362,919 − 362,919 362,919

事業年度中の変動額合計 362,919 362,919 − 409,527 409,527

2025 年 ３ 月 31 日 残 高 998,025 998,025 △62 1,380,255 1,380,255
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品…………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

以下の有形固定資産については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。
建物 ５〜15年
以下の有形固定資産については、定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。
工具器具備品 ３〜15年

②無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。
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３．引当金の計上基準
①賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま
す。

②株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見

込まれる額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
マッチングプラットフォーム事業
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
収益を認識するにあたっては、当社が主要な事業としているマッチングプラットフォーム

事業のサービス提供について、スペース利用者とスペース掲載者との間でスペース利用契約
が成立し、スペース利用者がスペースを利用した時点を以てスペース掲載者に対する履行義
務を充足すると判断し、収益を認識しています。
また、当社が付与したポイントのうち期末時点において履行義務を充足していない残高を

基に将来の失効見込み等を考慮した金額を契約負債として計上しております。
マッチングプラットフォーム事業のサービス提供に関する取引の対価は、サービスの提供

後、概ね２ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素はありません。
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会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
前事業年度において区分掲記しておりました無形固定資産の「ソフトウェア仮勘定」（前事業

年度4,324千円）は、金額が僅少となったため、当事業年度においては無形固定資産の「その
他」に含めて表示しております。
前事業年度において区分掲記しておりました投資その他の資産の「敷金及び保証金」（前事業

年度41,795千円）は、金額が僅少となったため、当事業年度においては投資その他の資産の
「その他」に含めて表示しております。

前事業年度において区分掲記しておりました流動負債の「未払消費税等」（前事業年度37,626
千円）は、金額が僅少となったため、当事業年度においては流動負債の「その他」に含めて表示
しております。

（損益計算書）
前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「ポイント還元収

入」（前事業年度141千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しており
ます。
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会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損損失
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 51,737千円
無形固定資産 52,140千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、固定資産の減損の兆候がある資産又は資産グループにつき、将来の収益性が著し

く低下した場合には固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として計上することとしております。
将来の収益性は取締役会で承認された事業計画を基礎として判断しておりますが、当該事

業計画は、将来の予約件数や予約単価等に一定の仮定を用いて策定しております。これらの
仮定と実績が異なる場合には、翌事業年度以降の当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 27,740千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性があると判断した将来減算一時差

異については、繰延税金資産を計上することとしております。
将来の課税所得は取締役会で承認された事業計画を基礎として判断しておりますが、当該

事業計画は、将来の予約件数や予約単価等に一定の仮定を用いて策定しております。これら
の仮定と実績が異なる場合には、翌事業年度以降の当社の財政状態及び経営成績に影響を及
ぼす可能性があります。
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３．関係会社株式の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 72,889千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は、主に既存事業とのシナジー創出や事業領域の拡大を目的として投資した

市場価格のない株式であり、取得価格をもって貸借対照表価額としております。取得価格に
ついては、投資時に企業の事業の将来性を鑑み、その事業計画に基づき、投資先企業の超過
収益力等を評価しており、超過収益力等の評価額が取得価格に含まれております。
超過収益力等が含まれている関係会社株式の評価は、関係会社の財務諸表や事業計画を基

礎に、超過収益力等が見込めなくなったことによる実質価額の著しい低下がないかを検討し
ており、低下が認められる場合には、回収可能性が事業計画等の十分な証拠によって裏付け
られる場合を除き、実質価額まで減損の認識を行います。関係会社株式については、経営者
により、超過収益力等の減少の有無を判断しており、超過収益力等が見込めなくなった場合
には、超過収益力等を見込まずに実質価格の著しい低下がないかを判断することとしており
ます。
超過収益力等は主として関係会社が生み出す将来キャッシュ・フロー及び割引率等の見積

りに基づいて検討しております。超過収益力等の見積りにおける主要な仮定は、事業計画に
おける売上数量であります。超過収益力等が含まれている関係会社株式について、当事業年
度末時点において、超過収益力等が見込めなくなった状況に置かれていないことから、評価
損は計上しておりません。翌事業年度以降、経営環境の悪化や将来事業計画の策定における
主要な仮定に重要な影響を及ぼす事象が発生し超過収益力が毀損した場合には、実質価額の
算定の見積りに重要な影響を与える可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 48,824千円

２．当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行3行と当座貸越契約及び取引銀行１行

とコミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は、
次のとおりであります。
当座貸越極度額及びコミットメントの総額 420,000千円
借入実行残高 −
差引額 420,000千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 16千円
販売費及び一般管理費 1,189千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,912,700株
２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 42株
３．配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
2025年６月24日開催の第11期定時株主総会決議において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 171,943千円
・１株当たり配当額 35円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月25日

４．当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
なる株式の種類及び数
普通株式 65,150株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却超過額 11,175千円
資産除去債務 5,695千円
一括償却資産償却超過額 702千円
未払費用 103千円
未払事業税 5,888千円
賞与引当金 4,995千円
株主優待引当金 340千円

繰延税金資産合計 28,900千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 1,160千円

繰延税金負債合計 1,160千円
繰延税金資産の純額 27,740千円
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金調達について、主に自己資金を充当する方針であります。余剰資金について
は預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引は行わない
方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクについて

は期日管理及び残高管理を行うなどリスクの低減に努めております。
敷金及び保証金は、主に本社オフィスの賃貸借契約によるものであります。その差入先に

対する信用リスクについては、賃貸借契約締結前に信用状況を調査・把握する体制としてお
ります。
営業債務である未払金及び預り金は、そのほとんどが１〜３ヶ月以内の支払期限となって

おります。営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、ファイナンス部門が資
金繰表を作成・更新するなどの方法により予実把握し、流動性リスクを管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未払金、未払法人税等及び預り金については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。
（注）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

区分 貸借対照表計上額
（千円）

関係会社株式 72,889

― 32 ―

2025年05月22日 14時15分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。
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持分法損益等に関する注記
関連会社に対する投資の金額 72,889千円
持分法を適用した場合の投資の金額 65,250千円
持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 △7,639千円

関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金
又は

出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(%)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引
金額

（千円）
科目

期末
残高

（千円）

役員 石 田 貴 心
アレキサンダー − − 当社

取締役
（被所有）

直接
2.06

−
ストック・
オプション
の権利行使

17,468 − −

（注）2021年３月30日開催の取締役会決議、2021年10月19日開催の取締役会決議、2022年６月29日開催の取締役会決
議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、取引金額は
当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数に、１株当たりの払込金額を乗じた金額を記
載しております。

一株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 280.96円
１株当たり当期純利益 78.13円
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重要な後発事象に関する注記
（本社移転）

当社は、2025年４月15日開催の取締役会において本社を移転することを決議し、2025年
４月30日付で定期建物賃貸借契約を締結いたしました。本社移転の概要につきましては、以
下のとおりです。

１．移転予定先
東京都渋谷区神宮前五丁目52番２号 青山オーバルビル ３階

２．移転時期
2026年４月（予定）

３．移転理由
当社は、飛躍的な成長を実現するために、新しいオフィスへの移転を決定いたしまし

た。従業員の労働環境を一層最適化することで、業務効率の向上と活発なコミュニケー
ションを促進し、新たな発想やイノベーションが自然と生まれる環境の実現を目指しま
す。この取り組みを通じて、人的資本経営を一層促進し、企業価値のさらなる向上に努
めてまいります。

４．業績に与える影響
2026年３月期において、本社移転に伴う一時的な費用（仲介手数料・二重家賃・既

存設備等の加速償却費用及びその他諸費用）として130百万円を計上する見込みであり
ます。

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 4.収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年5月21日

株式会社Rebase
取締役会 御中

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 勝 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 藤 健 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Rebaseの2024年４月１日から

2025年３月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第11期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画、監査の方法、職務の分担等を定め、各監査役から監

査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議並びに代表取締役等との定期会合に出席（オンライン形式を含む）し、取
締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
及び業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３．重要な後発事象
後発事象に関する認識は、計算関係書類の重要な後発事象に関する注記の内容と同様です。

2025年５月22日

株 式 会 社 Ｒ ｅ ｂ ａ ｓ ｅ 監 査 役 会
常勤監査役 渡 辺 永 二 ㊞
社外監査役 岩 館 徹 ㊞
社外監査役 小 山 嘉 信 ㊞
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表
参
道

東郷記念館
「玉響」

東郷神社

東郷幼稚園

和楽殿
ピーターハウス

竹下口

５番出口

３番出口

ラフォーレ原宿

JR山手線 原宿駅

東急プラザ

←新宿

←新宿

渋谷→

渋谷→

明治通り
明治通り

Ｍ

Ｍ

東京メトロ
千代田線・
副都心線
明治神宮前駅

竹
下
通
り

セコム
本社ビル

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都渋谷区神宮前一丁目５番３号
東郷記念館１階 「玉響」

交 通 JR「原宿駅」
東京メトロ「明治神宮前駅」

竹下口 徒歩３分
５番出口 徒歩３分

※ご案内図の●印の場所に東郷記念館の案内板がございます。

※駐車場の用意はございませんので、ご了承のほどお願い申しあげます。
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